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環境ＳＤＧｓ取組企業等支援業務委託 仕様書 

 

 

・ この仕様書は企画提案書作成用である。 

・ 企画提案競技後、埼玉県は契約候補者と協議を行い、協議が整った場合は仕様書を契

約候補者の企画提案内容に合わせ、修正の上、契約を締結する。 

 

１ 委託業務名 

  環境ＳＤＧｓ取組企業等支援業務 

 

２ 委託期間 

  契約締結の日から令和５年３月１７日（金）まで 

 

３ 目的 

  パリ協定やＳＤＧｓの採択、ＥＳＧ投資の拡大で、企業等に環境配慮の取組がより一層

求められている。 

  企業等の環境分野のＳＤＧｓに係る取組を支援するため、モデル事例の発信及び環境関

連団体との連携等を行う業務を委託するものである。 

 

【参考：環境ＳＤＧｓ取組企業普及拡大事業の概要】 

１ 取組宣言の発信・団体連携等による取組促進 

（予算額４，５１３千円うち委託料４，３５０千円） 

（１）取組宣言の発信等による取組促進 

   環境分野に係るＳＤＧｓに取り組む企業等に、具体的な取組内容を宣言してもら

い（以下「宣言企業」という。）、その宣言内容や取組後の結果報告を県ホームペー

ジ等で発信 

   取組方法などの相談には電話等で対応、宣言企業のニーズを把握し、県の環境関

連事業の情報を提供するなどし、取組を支援 

（２）成功事例の横展開 

   特徴的かつ多くの企業等に参考となるような宣言企業の取組をフォローアップ

し、モデル事例として推奨 

   成果発表会で当該取組事例を共有し取組を拡大 

（３）環境関連団体等と連携した取組の浸透 

   環境関連団体等と連携し、研修会の開催や業界版手引きの作成・活用等 

 

２ 表彰・展示会出展等支援（予算額 ６２６千円） 

  優れた企業等の取組を環境大賞で表彰し、受賞者には展示会への出展などを支援 

  

４ 委託業務の内容 

（１）モデル事例の発信 

   環境分野のＳＤＧｓに係る企業等の取組を促進するには、モデルとなる取組を行う企

業を支援し、多くの企業がそれを参考に取組を進められるよう、成功事例として発信

することが必要である。そのため、次のことを行う。 
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  ア モデル事例候補企業への支援 

  （ア）モデル事例候補企業の選定 

     県が提供する情報及び独自に収集した情報をもとに、宣言企業のうちから特徴的

かつ多くの企業に参考になるような取組を埼玉県内で行うと考えられる企業を県と

協議の上、絞り込む。絞り込みに当たっては、特定の業種、規模及び地域に偏らな

いよう留意するとともに、取組レベル等を考慮する。 

（イ）モデル事例候補企業の支援 

     上記で絞り込んだ企業８社程度訪問し、特徴的かつ多くの企業に参考になる取組

が実施できるよう、各企業の状況に応じ、訪問及びその他の方法により、県支援策

の情報提供、専門相談窓口へのつなぎ、ＳＤＧｓや環境経営等の視点からアドバイ

ス等を行う。なお、訪問については１社当たり２回程度とする。 

     支援内容及び状況については、随時、県に電子データで報告する。 

  イ 成功事例の横展開 

  （ア）成果発表会の開催 

     上記アで支援した企業の取組を共有するため、成果発表会を２回行う。なお、う

ち１回は環境ビジネスセミナー（以下「ビジネスセミナー」という。）との同時開

催とする。ビジネスセミナーでは、最新の環境ビジネスに関する情報を幅広く提供

する目的で、埼玉県、関東経済産業局、埼玉グリーン購入ネットワークの共催で実

施している。 

     受託者は２回の成果発表会の企画・運営を主体的に行う。なお、ビジネスセミナ

ー同時開催分の基調講演講師、事例発表企業への謝金の支払いは、県が行うものと

する。 

     実施に当たっては次の点に留意する。 

      a 参加者各回１００名以上の規模で、県と協議の上、効果的と考えられる方法で

実施する。実施方法に応じ県と協議し、会場の確保等を行う。費用は受託者の

負担とする。 

     b 日時、内容は、県と協議の上決定する。その際、ビジネスセミナーとの同時開

催分については、共催者の意向も踏まえるものとする。 

     c 内容は、モデル事例３例程度の発表のほか基調講演や交流会を盛り込む等、効

果的な情報発信、情報共有、参加者の交流の機会となるよう、企画し、実施す

る。 

     d 受託者は参加者の募集を主体的に行う。募集の方法について県と協議する。な

お、県は、受託者と協議の上、県ホームページでの募集告知等、募集に協力す

る。また、ビジネスセミナーとの同時開催分については、県は、ビジネスセミ

ナーとしての周知も行う。 

     e 資料、参加者アンケート等の配布物は、県と調整の上、受託者が作成、配布す

る。なお、資料には、上記ア（イ）で支援した企業の他の参考となるような情

報を盛り込む。 

     f 発表会当日の会場設営、受付、進行、アンケートの実施、写真撮影等必要な業

務を行う。 
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     g 発表会終了後１か月以内又は委託期間末日のいずれか早い日までに、実施報告

書を電子データで提出する。 

     h 実施報告書には、実施概要のほか、アンケート結果、当日の資料、参加者一覧

及び記録写真を添付する。 

（イ）その他情報発信 

     モデル事例の情報の県への提供等、県が行なう情報発信に協力するとともに、事

例の発信のために独自に行うことがあれば提案すること。 

  ウ 宣言企業アンケート結果を踏まえた支援 

    令和３年度に宣言企業を対象に実施した「環境ＳＤＧｓ取組宣言企業ニーズ把握ア

ンケート」では、以下の結果が得られた（詳細は別添の報告書を参照）。同アンケー

トの結果を踏まえた宣言企業向けの効果的な支援策を提案し、実施すること。 

・宣言企業からは、①事例発表や企業同士の交流といった、社会の一員としての

「社会価値」向上支援策、②事業や雇用の拡大につながる「企業価値」向上支

援策を組み合わせて提供することが求められている。 

・令和３年度本事業は社会価値向上には貢献できているが、企業価値向上には支

援が期待されている。 

        なお、令和４年度から、宣言企業が自社の有する環境に配慮した製品・サービス・

施工技術等で、他社がそれを利用することで環境ＳＤＧｓのゴール達成に向けた取組

を進めることができるものについて、県ホームページへの掲載を希望する場合に、県

ホームページに掲載する予定である。 

（２）環境関連団体等と連携した取組の浸透 

  ア 環境関連団体等と連携した取組の実施 

    環境関係団体の環境分野のＳＤＧｓに関する関心を高め、取組の浸透につながる取

組を提案、企画し、実施する。 

  （ア）対象は埼玉県が指定する２団体程度とする。取組の実施に当たり、県は保有する

参考情報を受託者に提供する。 

  （イ）各団体を定期的に訪問し、ニーズ等を把握した上で、ニーズ等に応じた取組を提

案、企画し、実施する。訪問に原則として県も同行し、取組の円滑な実施のため、

協働する。取組の例としては、各団体経営層向けの普及啓発セミナーを実施し、取

組への機運を醸成する、会員が事業活動を行う際に活用できる具体的な取組を整理

し、手引きを作成する等が考えられる。 

  （ウ）取組の実施に伴う費用は、受託者の負担とする。なお、取組の実施に伴う打合せ

や研修会等の会場は各団体又は県が確保し、その費用は受託者の負担によらない。 

（３）その他 

  ア 本事業との連携 

    宣言企業の増加を図り、企業等のＳＤＧｓの取組を促進するため、本事業に関連す

る情報について、受託者が行う企業訪問の際等の機会に企業等に対し提供する。 

    また、企業等が本事業について活用や参加の意向を示した際は、随時県に報告する

とともに、活用や参加に向け必要な協力を行う。 
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  イ 県が実施する他の事業との連携 

    企業のＳＤＧｓの取組を促進するため、県が実施する企業へのＳＤＧｓの取組の促

進を図るための他の事業に関連する情報について、受託者が行う企業訪問の際等の機

会に企業等に対し提供する。 

    また、企業等が上記事業について活用や参加の意向を示した際は、随時県に報告す

る。 

  ウ 県との連絡調整 

    受託者は毎月県との連絡調整会議を実施するほか、必要に応じて打合せを行う。 

 

５ 留意事項 

（１）受託者は本業務の履行に当たり、埼玉県と連携を密にしなければならない。 

（２）受託者は、業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、事前に埼

玉県に対し、再委託先の名称、代表者氏名、その他必要な事項を報告し、埼玉県の承諾を

得た場合はこの限りではない。 

（３）受託者は、業務を第三者に再委託する場合、当該委託先に対して、本仕様書に定める

受託者の義務と同等の義務を負わせるとともに、埼玉県に対して当該再委託先の全ての

行為及びその結果についての責任を負うものとする。 

（４）受託者及び本委託業務に関わる者は、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。本

委託業務終了後も同様とする。 

（５）受託者は、本委託業務を通じて取り扱う個人情報について、埼玉県個人所法保護条例

（平成１６年条例第６５号）に基づき、適正に取り扱うものとする。 

（６）受託者は、本委託業務の履行に当たり、自己の責めに帰する事由により埼玉県に損害

を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（７）受託者は、本委託業務の履行に当たり、受託者の行為が原因で第三者その他に損害が

生じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 

（８）受託者は、本業務の実施における危機管理体制（緊急連絡網等）について、本委託業

務開始時に埼玉県に報告する。 

（９）再生紙（グリーン購入法適合製品であり総合評価値８０以上）の印刷用紙の使用に努

める等、埼玉埼玉県グリーン調達推進方針を踏まえ、業務を実施する。 

（10）受託者は、本委託業務終了後、引継ぎを適切に行うとともに、埼玉県にデータを提供

する。 

（11）新型コロナウイルス感染症の影響により、本業務の内容の一部が実施できない若しく

は縮小せざるを得ない状況になったと県が判断した場合には、その都度、遅滞なく県と

受託者双方協議の上、業務の一部中止等を行い、必要な場合には契約金額の変更を行う。 

（12）本仕様書に定めるものの他疑義が生じた場合には、その都度、遅滞なく埼玉県と受託

者双方が協議して、決定する。 

 

６ 委託料の支払い 

（１）本業務に関する委託料の支払は、検査完了後の精算払いとする。 

（２）本業務終了後、委託業務の実施により発生した収入がある場合など、返納すべき額が

あるときは、指定された期日までにその額を埼玉県に返納するものとする。 


